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11．市民所得 

市民一人当たり所得の推移 

資料：内閣府経済社会総合研究所「国民経済計算」、 県企画振興部「市町村民経済計算」 

 

県内の一人当たり市町村民所得の推移         

                             単位：万円、％ 

市町村別 
実 数 増加率 対市町村平均比 

29 年 30 年 31(R 元)年 30 年 31(R 元)年 29 年 30 年 31(R 元)年 

市町村計 292.4 289.8 290.9 10.8 0.5 100.0  100.0  100.0  

村山地域 306.1 302.1 302.6 9.3 0.6 104.7  104.2  104.3  

最上地域 243.7 245.3 245.6 10.9 0.9 83.3  84.6  84.7  

置賜地域 281.0 282.2 281.0 10.1 0.4 96.1  97.4  96.9  

庄内地域 287.2 283.0 283.9 14.4 0.2 98.2  97.7  97.9  

米 沢 市 307.5 308.3 307.0 10.5 0.7 105.2  106.4  105.8  

長 井 市 278.7 284.7 276.0 7.4 △1.0 95.3  98.2  95.1  

南 陽 市 273.3 270.6 271.5 9.8 0.5 93.5  93.4  93.6  

高 畠 町 255.3 256.0 250.8 9.6 △1.2 87.3  88.3  86.5  

川 西 町 229.0 230.8 229.7 8.5 △0.9 78.3  79.6  79.2  

小 国 町 294.7 302.9 323.2 14.5 6.0 100.8  104.5  111.4  

白 鷹 町 248.4 247.3 245.5 10.2 △0.6 85.0  85.3  84.6  

飯 豊 町 253.5 254.9 267.4 13.0 4.5 86.7  88.0  92.2  

資料：県みらい企画創造部統計企画課 「市町村民経済計算」 

※市町村民経済計算では、過去の数値についても遡及して改定しているため、過去の報告書の数値と異なる場合があります。 
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市内総生産 

 長井市の１年間の生産活動によって新しく生み出された価値（付加価値）の評価額を示したもので、産出額か

ら中間投入（原材料・光熱水費・間接費など、生産の過程で消費された財貨・サービス）を除いたものにあた

る。 

                                                                          単位：百万円、％  

 

資料：県みらい企画創造部統計企画課 「市町村民経済計算」 

 

 

29年度 30年度 31(R元)年度 30年度 31(R元)年度 30年度 31(R元)年度

 (1) 農林水産業 2,142 2,049 2,208 △ 4.4 7.8 2.1 2.3

　 ① 農業 2,108 2,015 2,175 △ 4.4 7.9 2.0 2.2

　 ② 林業 31 31 31 0.3 0.3 0.0 0.0

　 ③ 水産業 4 3 3 △ 18.4 △ 3.2 0.0 0.0

 (2) 鉱業 443 442 445 △ 0.3 0.7 0.4 0.5

 (3) 製造業 24,562 27,337 25,296 11.3 △ 7.5 25.3 26.0

 (4) 建設業 5,685 6,959 7,904 22.4 13.6 7.0 8.1

 (5) 電気･ガス･水道・廃棄物
      処理業

5,031 5,015 5,392 △ 0.3 7.5 5.1 5.5

 (6) 卸売･小売業 9,722 9,571 9,483 △ 1.6 △ 0.9 9.7 9.7

 (7) 運輸･郵便業 2,301 2,303 2,352 0.1 2.1 2.3 2.4

 (8) 宿泊・飲食サービス業 2,130 2,071 1,878 △ 2.7 △ 9.3 2.1 1.9

 (9) 情報通信業 1,912 1,935 1,886 1.2 △ 2.5 2.0 1.9

(10)金融・保険業 3,887 3,944 3,991 1.5 1.2 4.0 4.1

(11)不動産業 11,534 11,099 10,599 △ 3.8 △ 4.5 11.2 10.9

(12)専門・科学技術、業務
     支援サービス業

2,719 2,721 2,713 0.0 △ 0.3 2.8 2.8

(13)公務 5,929 5,782 5,667 △ 2.5 △ 2.0 59.0 5.8

(14)教育 5,070 5,185 5,196 2.3 0.2 5.2 5.3

(15)保健衛生・社会事業 8,279 8,340 8,571 0.7 2.8 8.4 8.8

(16)その他のサービス 3,426 3,248 3,162 △ 5.2 △ 2.6 3.3 3.2

小　計  (a) 94,773 97,999 96,744 3.4 △ 1.3 99.2 99.4

輸入品に課される税・関税  (b) 1,563 1,731 1,683 10.8 △ 2.8 1.8 1.7

(控除) 総資本形成に係る
                        消費税  (c)

912 960 1,111 5.3 15.8 1.0 1.1

市内総生産  (a+b-c) 95,423 98,771 97,315 3.5 △ 1.5 100.0 100.0

構成比実　数 増加率
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市民所得 

 1年間の生産活動によって生み出された付加価値がどのように配分されるかを把握したもので、雇用者報酬、

財産所得、企業所得から構成される。 

                                                                単位：百万円   

項  目 
実 数 増加率 構成比 

29 年度 30 年度 R 元年度 30 年度 R 元年度 30 年度 R 元年度 

１. 雇用者報酬 48,921 50,808 48,934 3.9 △ 3.7 67.2 66.1 

  (1) 賃金･俸給 41,654 43,288 41,510 3.9 △ 4.1 57.3 56.1 

  (2) 雇主の社会負担 7,267 7,521 7,424 3.5 △ 1.3 9.9 10.0 

    ａ 雇主の現実社会負担 6,544 6,827 6,776 4.3 △ 0.7 9.0 9.2 

    ｂ 雇主の帰属社会負担 724 694 648 △ 4.1 △ 6.6 0.9 0.9 

２. 財産所得（非企業部門） 4,871 4,949 4,781 1.6 △ 3.4 6.5 6.5 

    ａ 受取 5,193 5,233 4,995 0.8 △ 4.5 6.9 6.8 

    ｂ 支払 322 284 214 △ 11.8 △ 24.6 0.4 0.3 

  (1) 一般政府 △ 133 △ 107 △ 90 △ 19.5 △ 15.9 △ 0.1 △ 0.1 

  (2) 家計 4,925 4,972 4,791 1.0 △ 3.6 6.6 6.5 

  (3) 対家計民間非営利団体 79 84 80 6.3 △ 4.8 0.1 0.1 

３. 企業所得（企業部門の第１次 

    所得バランス） 
20,419 19,853 20,264 △ 2.8 2.1 26.3 27.4 

  (1) 民間企業 20,516 19,933 20,389 △ 2.8 2.3 26.4 27.6 

    ａ 民間企業（持ち家を除く） 15,774 15,438 16,194 △ 2.1 4.9 20.4 21.9 

    ｂ 持ち家 4,743 4,496 4,196 △ 5.2 △ 6.7 5.9 5.7 

  (2) 公的企業 △ 97 △ 80 △ 125 △ 17.5 56.3 △ 0.1 △ 0.2 

４. 市町村民所得(要素費用表示） 74,211 75,611 73,979 1.9 △ 2.2 100.0 100.0 

 資料：県みらい企画創造部統計企画課 「市町村民経済計算」 

※ 企業所得とは、営業余剰・混合所得に財産所得の受払いを加味したもの。 


